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諮問庁：国税庁長官 

諮問日：平成２８年１１月１４日（平成２８年（行情）諮問第６７７号） 

答申日：平成２９年１月２７日（平成２８年度（行情）答申第６９７号） 

事件名：特定法人が特定税務署に提出した確定申告書に添付した損益計算書等

の不開示決定（存否応答拒否）に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

   別紙に掲げる文書（以下「本件対象文書」という。）につき，その存否

を明らかにしないで開示請求を拒否した各決定は，妥当である。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく開示請求に対し，平成２８年８月５日付け特定記号第３

２０号ないし同第３２４号により，特定税務署長（以下「処分庁」とい

う。）が行った各不開示決定（以下，併せて「原処分」という。）について，

その取消しを求める。 

２ 審査請求の理由 

 本件審査請求の理由は，審査請求書の記載によれば，おおむね次のとお

りである（なお，資料及び意見書の内容は省略する。）。 

（１）実施機関が不開示とした損益計算書及び付属明細書は，次の法律の規

定において，既に公にされている情報であって，特定法人は一部の公告

や書面の交付を行っています（どちらも虚偽記載されたもの。）。 

従って不開示とする理由はなく，実施機関は法律の適用を誤っている

と考えます。 

① 特定法人「定款」４４条（法人の公告は電子公告により行う。） 

② 「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律」１２８条３項（法

人の規模とは関係なく損益計算書等の公告は，５年間継続して電磁的

方法により不特定多数の者が提供を受ける状態に置く措置をとること

ができる。） 

③ 同法１２９条１項（各事業年度に係る計算書類及びこれらの附属明

細書を５年間，その主たる事務所に備え置かなければならない。） 

④ 同法同条３項３号及び４号（債権者は，計算書類等が電磁的記録で

作成されているときは，その閲覧又は書面の交付の請求をする事がで

きる。） 

（②③④の一般社団法人の条文は，１９９条の一般財団法人に準用
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する。） 

⑤ 法５条２号（法人に関する情報は「不開示情報」に該当する。ただ

し，人の財産を保護するために，公にすることが必要と認められる場

合は除く。） 

＊ただし書きの詳細説明は，次の管理組合の損失に関する説明を参

照。 

 （２）管理組合の損失に関する説明 

   ア 管理組合の損失に関する事実の内容 

平成２２年度に特例民法法人であった特定法人は，特定地域の複数

の管理組合の理事長等が集まる協議会等で，戸当り月額管理費（事

務管理業務費）を平成２３年度に特定金額ａ円，平成２５年度に特

定金額ｂ円の値上げを要請し，実際には平成２３年度より特定金額

ａ円，平成２７年度より特定金額ｂ円の値上げが，特定地域の複数

の管理組合のそれぞれの総会で決議承認され，値上げが実施されま

した。 

しかし，この値上げ手続きにおいて，特定法人が理事長等に値上げ

の説明根拠とした“赤字”の「非収益事業会計」及び「管理組合管

理受託費」が記載され，ホームページに公告されていた計算書は，

平成２４年度まで公告されていた「平成２４年度収支予算書総括

表」と，平成２７年度通常総会（特定年月日Ａ）後に公告された

「正味財産増減計算書」だけです。 

どちらも不適正な記載内容であったため，「一般社団法人及び一般

財団法人に関する法律」（以下「一般法人法」という。）１２９条１

項並びに３項２号及び４号（１９９条準用）の規定に基づき，特定

法人に「定款」及び「損益計算書」の書面の交付要請を，特定年月

日Ｂより行い，特定年月日Ｃまでに交付を受けました（平成２２・

２３年度は「損益計算書」として，平成２４・２５・２６年度は

「正味財産増減計算書」として受領した。）。 

受領した「損益計算書」等の記載内容は，明らかに虚偽記載されて

いる事が判明したので，更に確認のため「付属明細書」の書面の交

付要請をしましたが拒否されました。しかし，特定地域の複数の管

理組合は多額の損失を被っている可能性があるので，特定税務署に

法４条の規定に基づき，特定法人が確定申告書に添付した平成２２

年度から平成２６年度までの「損益計算書」及び「管理組合管理受

託費」並びに「一般管理費」の「付属明細書」の開示請求を行いま

した。 

しかし，特定税務署から平成２８年８月５日付けで郵送された「行

政文書不開示決定通知書」に係る処分決定には納得できず，行政不
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服審査法２条の規定に基づき，処分についての「審査請求書」を提

出させていただくと同時に，特定地域の複数の管理組合が，多くの

法令違反により多額の損失を被っている事実を本文「管理組合の損

失に関する説明」により，詳細に説明させていただきます。 

イ 特定金額ａ円値上げの理由と虚偽記載について 

当時の値上げ理由は，「公益法人化となるにあたり，今まで，収益

会計（特定商店街・賃貸マンション・駐車場）等の利益で，赤字の

「非収益会計」（一般管理費）の穴埋めを行ってきましたが，それら

の収益が減少し赤字補てんができなくなったので，月額特定金額ａ

円値上げをしたい（主に人件費）」でした。（特定管理組合・平成２

３年度通常総会議案書・特定年月日Ｄ） 

特定年月日Ｃに特定法人から交付された，「損益計算書」の「非収

益事業会計」には，平成２２年度は特定金額約△ｃ円，平成２３年

度は特定金額約△ｄ円が赤字計上になっている事が分かりましたが，

「管理組合管理受託費」及び「賃貸住宅管理受託費」においては，

「収益の部」，「費用の部」ともに金額が過小計上，又はゼロ計上で

あり，本文５・６ページの「比較表」の通り「損益計算書」は虚偽

記載されている事が分かります。 

また「非収益事業会計」の事業費すべての勘定科目は，「法人税法

施行令」５条１項の「収益事業」であり，公益性を偽装した不適正

な会計といえます（「平成２４年度収支予算書総括表」の「公益事業

会計」も同様。）。 

ウ 一般管理費の（報酬）は財産規制に違反する 

特定法人から交付された「正味財産増減計算書」と，協議会等で理

事長等に特定金額ｂ円値上げの説明に使用された「正味財産増減計

算書」等には，平成２４年度まで特定金額約ｅ円あった「一般管理

費」が，平成２５年度以降は特定金額ｆ円前後になり特定金額約ｇ

円も減少しています。 

   （ア）（一般管理費が減少した理由） 

Ａ 「管理業務受託事業の収支はここ３年間赤字計上であり値上げ

をお願いしたい。」，「一般管理費は，大方が本部の方の報酬であ

り按分でやっている。」（特定管理組合・臨時理事会議事録 特定

年月日Ｅ） 

Ｂ 「減少した一般管理費の人権費は，各事業の原価に按分して振

り替えるよう会計処理を変更した。」（特定法人事務所での質疑応

答・特定年月日Ｆ） 

       特定法人は（報酬）という名目の「剰余金」年額特定金額約ｇ

円を，設立者へ分配したので，公益法人制度改革における（財
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産規制の関連法）に違反します。 

（イ）（財産規制の関連法） 

Ａ 設立者に剰余金の分配を受ける権利を与える旨の定款の定めは

効力を有しない。（一般法人法１５３条３項２号） 

Ｂ この法人は剰余金の分配を行うことができない。（特定法人

「定款」４２条） 

Ｃ 一般財団法人の目的である事業を行うために不可欠な基本財産

は，維持し，処分してはならない。（一般法人法１７２条２項） 

   エ 特定金額ｂ円値上げの理由と書面の交付拒否 

平成２３年度の特定金額ａ円の値上げ理由は「赤字の「非収益事業

会計」（一般管理費）の穴埋めのため」であったものが，平成２７年

度の特定金額ｂ円の時は「管理業務受託事業の内，管理組合業務だ

けが赤字である。」に変更されました。（特定管理組合・平成２７年

度通常総会議案書・特定年月日Ａ） 

管理組合業務の赤字の理由は，前ウの理由と合わせて要約すると

「一般管理費から設立者に（報酬）として分配した年額特定金額約

ｇ円分を，各事業の原価に按分して振り替えるように会計書式を変

更したため，管理組合業務費だけが赤字になった。」ですが，「管理

組合管理受託費」は虚偽記載されているので，その真偽確認のため

付属明細書の書面の交付請求をしましたが拒否されました。 

したがって，この拒否は，特定法人「定款」４４条（公告は電子公

告で行う）に基づき，一般法人法１２９条１項及び３項４号（計算

書類等は事務所に５年間備え置き，債権者は，業務時間内はいつで

も電磁的記録されたものの書面の交付の請求をする事ができる。）

（１９９条準用）の規定に違反します。 

   オ 管理組合管理受託費の赤字の原因は「目的外使用」 

更に要約すると「特定金額ｇ円を設立者に分配するために，管理組

合業務費から充当したので赤字になった。」であり，管理組合業務と

は関係のない「目的外使用」された事になり「区分所有法」の規定

及び特定地域の複数の管理組合の「住宅管理組合規約」並びに「重

要事項説明書（管理組合業務契約書）」に違反します。 

カ 不正な値上げ手続きによる損失 

この値上げ手続きは，特定法人幹部が虚偽記載した「正味財産増減

計算書」等を基に，特定地域の地勢的，優越的立場を利用して，協

議会（運営委員会）や理事会に於いて「非収益事業会計」「管理組合

管理受託費」は“赤字”であると，組織的に，確信的に嘘の説明を

執拗に理事長等に行い，更に平成２７年度通常総会終了まで「事実

の損益計算書」をホームページに公告せず，その上で作成された総
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会議案書に基づく総会決議は，「刑法」２４６条（詐欺罪）の規定に

適合する可能性があります。 

管理費（事務管理業務費）は，値上げ前の特定金額ｈ円から特定金

額ｉ円（特定金額ｈ円＋特定金額ａ円＋特定金額ｂ円）に増額され

ましたが，ちなみに増額が適正かどうか他の大手管理会社４社から

現地確認の上，重要事項説明書の必要事項を提示して見積依頼をし

たところ，３社の平均価格は特定金額約ｊ円でありこれが市場価格

と考えます（２社－見積書提出 １社－電話連絡 １社－未提出）。 

     特定法人には，平成２３年度より年間特定金額約ｋ円，平成２７年

度より年間特定金額約ｍ円もの債権が毎年交付され続けるので，特

定地域の複数の管理組合はその額だけ損失となり，このまま放置す

ると拡大の一途を辿ります。 

   キ 行政文書を不開示とした理由は間違いである 

     実施機関が不開示とした理由は，法５条２号イに掲げる（公にする

ことにより，法人の正当な利益を害する）ですが，これまで本文に

記載したとおり，法律の規定において既に公にされている情報であ

って，特定法人は「損益計算書」等の一部をホームページへ公告及

び書面の交付を行っています。 

しかし，特定法人幹部の故意による計算書の偽装，隠ぺい，その他

不正行為により，特定地域の複数の管理組合が多額の損失を被り続

けている事実を公にする必要があり，そのことが法人の正当な利益

を害することにはなりません。 

したがって，不開示決定処分を取り消し，対象文書の全部を開示す

るよう求めます。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

１ 本件開示請求等について 

本件開示請求は，特定税務署長（処分庁）に対して，別紙に掲げる文書

（本件対象文書）の開示を求めるものである。 

処分庁は，平成２８年８月５日付け特定記号第３２０号から第３２４号

までにより，本件対象文書が存在しているか否かを答えるだけで，特定法

人（一般財団法人）に係る収益事業等の有無に係る情報が明らかになり，

それにより法５条２号イに規定する当該法人の権利，競争上の地位その他

正当な利益を害するおそれのある情報が開示されることから，法８条の規

定に基づき開示請求された行政文書の存否を明らかにしないで開示請求を

拒否する決定（原処分）を行った。 

これに対し審査請求人は，原処分の取消しを求めていることから，以下，

原処分の妥当性について検討する。 

２ 原処分の妥当性について 
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一定の一般財団法人は，収益事業を行う場合等でなければ法人税確定申

告書及び損益計算書などの添付書類（以下「法人税確定申告書等」とい

う。）を提出する義務がない。したがって，特定法人の法人税確定申告書

等の存否を答えることは，特定法人が収益事業等を行っている事実の有無

に係る情報を明らかにすることと同様の結果を生じるものと認められるの

で，以下，当該情報の不開示情報該当性について検討する。 

（１）法５条２号イ該当性 

法５条２号イは，公にすることにより，法人の権利，競争上の地位そ

の他正当な利益を害するおそれがあるものを不開示情報として規定して

いる。 

特定法人が収益事業等を行っているか否かという情報は，一般財団法

人の活動の中でもとりわけ重要かつ機微な情報であり，その活動の根幹

に触れる情報である。したがって，これが明らかとなれば，特定法人の

権利，競争上の地位その他正当な利益を害するおそれがあると認められ

るので，法５条２号イの不開示情報に該当すると認められる。 

（２）不開示情報該当性（法５条６号柱書き該当性）の追加について 

法５条６号柱書きは，国の機関が行う事務に関する情報であって，公 

にすることにより，当該事務の性質上，当該事務の適正な遂行に支障を

及ぼすおそれがあるものを不開示情報として規定している。 

特定法人が収益事業等を行っているか否かという情報を明らかにした

場合，申告納税制度を基本とする我が国において，国税当局に対する信

頼を失墜させ，特定法人を含めた納税者等の理解と協力が得られない事

態を招き，今後の税務行政の適正な遂行に著しい支障を及ぼすこととな

るため，法５条６号柱書きの不開示情報に該当すると認められる。 

３ 結論 

以上のことから，本件開示請求については，本件対象文書の存否を答え

るだけで法５条２号イ及び６号柱書きの不開示情報を示すことになるため，

法８条に基づき，本件対象文書の存否を明らかにせずに開示請求を拒否し

た本件不開示決定は妥当であると判断する。 

第４ 調査審議の経過 

   当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

   ① 平成２８年１１月１４日 諮問の受理 

② 同日          諮問庁から理由説明書を収受 

③ 同年１２月９日     審査請求人から意見書及び資料を収受 

④ 同月１６日       審査請求人から意見書を収受 

⑤ 同月２７日       審査請求人から資料を収受 

⑥ 平成２９年１月１８日  審議 

⑦ 同月２５日       審議 
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第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件対象文書について 

本件開示請求は，本件対象文書の開示を求めるものであり，処分庁は，

その存否を答えるだけで，法５条２号イの不開示情報を開示することとな

るとして，法８条の規定に基づき，その存否を明らかにせずに開示請求を

拒否する原処分を行った。 

これに対し，審査請求人は，原処分の取消しを求め，諮問庁は，法の適

用条項に法５条６号柱書きを追加した上で，原処分を維持することが妥当

としていることから，以下，存否応答拒否の妥当性について検討する。 

２ 本件対象文書の存否応答拒否について 

（１）特定法人は一般財団法人であるところ，一般財団法人等（公益財団法

人等を除く。）は，法人税法上，①一定の要件を満たして非営利型法人

（法人税法２条９号の２）に該当する場合には，公益法人等とされ（同

条６号，別表第２），②非営利型法人に該当しない場合には，内国法人

である普通法人とされている（同法２条９号）。 

   もっとも，平成２０年１２月１日において存していた財団法人で一般

財団法人等への移行の登記をしていないものについては，特例財団法人

として，法人税法上，一律に公益法人等とみなされることとされている

（所得税法等の一部を改正する法律（平成２０年法律第２３号）附則１

０条）。 

（２）公益法人等は，収益事業を行う場合に限って納税義務が発生し，法人

税確定申告書等の提出義務が発生することとされている（法人税法４条

１項，７４条１項及び３項）。 

したがって，一般財団法人や特例財団法人については，必ずしも常に

法人税法上の納税義務者に該当するものではなく，一般にその事実が公

にされることもないものと認められる。 

（３）そこで検討すると，本件開示請求は，特定法人を特定した上で，特定

法人が処分庁に提出した法人税確定申告書の添付書類（損益計算書等）

の開示を求めるものであることから，本件対象文書の存否を答えること

は，特定法人が法人税の納税義務者である事実の有無（以下「本件存否

情報」という。）を明らかにすることと同様の結果を生じさせるものと

認められる。 

そして，本件存否情報は，上記（２）のとおり，特定法人にとって一

般に公にされることもない運営及び財務上の機微な情報と認められるこ

とから，これを公にした場合，特定法人の権利，競争上の地位その他正

当な利益を害するおそれは否定できない。 

そうすると，本件対象文書の存否を答えるだけで，本件存否情報とい

う法５条２号イの不開示情報を開示することとなるため，法８条の規定
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により，その存否を明らかにしないで本件開示請求を拒否した原処分は，

妥当であると認められる。 

（４）なお，この点に関し，審査請求人は，特定法人は損益計算書等の一部

をホームページに公告しているなどと主張しているが，損益計算書等の

一部を公告しているとしても，特定法人が法人税の納税義務者である事

実の有無（本件存否情報）を一般に公にしているとまでは認められない

から，審査請求人の主張は採用できない。 

また，審査請求人は，法５条２号ただし書による開示を求めているの

で検討すると，本件において，本件存否情報を公にすることにより保護

される人の財産等の保護の利益が，これを公にしないことにより保護さ

れる法人等の利益に優越すると認めるに足りる事情はないから，審査請

求人の主張に理由はない。 

３ 審査請求人のその他の主張について 

   審査請求人はその他種々主張するが，いずれの主張も当審査会の判断を

左右するものではない。 

４ 本件各不開示決定の妥当性について 

   以上のことから，本件対象文書につき，その存否を答えるだけで開示す

ることとなる情報は法５条２号イに該当するとして，その存否を明らかに

しないで開示請求を拒否した各決定について，諮問庁が当該情報は同条２

号イ及び６号柱書きに該当することから開示請求を拒否すべきとしている

ことについては，当該情報は同条２号イに該当すると認められるので，同

条６号柱書きについて判断するまでもなく，妥当であると判断した。 

（第４部会） 

  委員 鈴木健太，委員 常岡孝好，委員 中曽根玲子 
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別紙 本件対象文書 

 

 特定法人が，特定税務署に提出した確定申告書に添付した以下の行政文書 

 １ 損益計算書（平成２２年度から平成２６年度） 

 ２ 前１の内，管理組合管理受託費の付属明細書（平成２２年度から平成２

６年度） 

 ３ 前１の内，一般管理費の付属明細書（平成２２年度から平成２６年度） 

 


